


事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

2 款 1 項 7 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

20

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

18, 184

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

事務事業名 ふる さ と 納税事業
会計名称 担当課 財政課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

251 所属長名 皆川竜男

担当責任者名 栗田計誠

効率的で透明性の高い行財政運営
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和参画協働推進都市の創造

所得税法・ 地方税法

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事業の目的 財政基盤の強化を図ると と も に、 制度を通じ て伊予市の魅力を全国に発信する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

寄附単価の高い家具（ ８ 万円～9万円） など、 年間を通じ て提供でき 、 かつ事務効率
のよい返礼品を 開発し たと こ ろ 、 令和3年度は13件の注文があり 、 総額105万円の寄
附を集めるこ と ができ た。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
人気のある返礼品が季節限定の返礼品（ 柑橘） に偏っ ており 、 年間を通じ た魅力あ
る返礼品の発掘に努めるこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

寄附申込みの受付から 収納までの事務及び制度啓発事務

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

地方財政の状況が厳し さ を増す中、 有効な財源確保の手段と し て最大限の活用を図
る。

事業の対象 市職員及び市民

9月末の実績 年度実績

寄附件数

項       目 単位 年度実績 年度予定

件 2966 2800 196 2699

43441寄附金額 千円 48302 46100 36810 0

18, 184 17, 533 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

16, 372

16, 900

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

17, 533 0 0 0 16, 372

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 65

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

向こ う ５ 年間の直接事業費の推移
（ 千円）

4 年度 5 年度 6

16, 600 16, 700 16, 800

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計

17, 000 84, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

65400

指標設定の考え方 目的を 財政基盤の強化と し ているこ と から 、 寄附金額を 指標と する。
実　 績 48302 43441 65400

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標 42850 46100 65400

指標で表せない
効果

寄附金額

単位

千円

主な実施主体
ふるさ と 納税返礼品調達
（ 報償費） 13900千円

直接実施

0. 65 0. 65

7, 812 7, 841 7, 841

23, 262 22, 630 21, 469※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

概ね前年度程度に推移し ている。

事
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評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

新規返礼品の導入・ 検討を行い、 実際に寄附単価の高い
返礼品を導入するなど工夫を重ね、 概ね前年度並みで堅
調に推移し てきたも のの、 他自治体と の寄附額獲得競争
の様相も あり 、 前年度寄附額を超えるに至ら なかっ た。

こ れまで同様、 返礼品の新規開発、 流通の開拓には時間
も かかり 、 苦労し ている。 いまだ季節限定返礼品、 特に
柑橘に大きく 依存し ている状況は変わり なく 、 通年や夏
季、 １ ～３ 月に人気を得ら れる返礼品の開発に取り 組む
必要がある。 次年度以降新たなポータ ルサイ ト の導入
等、 手法の見直し にも 着手する。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）

S社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 5

5

市民（ 受益者） 負担
の適正 5

目的の妥当性 5

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 5

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S成果向上の可能性 4

目的に則し た事業である。

5

5

効率性

手段の最適性 5

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
人気のある返礼品が季節限定（ 柑橘） の品に偏っ てお
り 、 年間を通じ た魅力ある返礼品の発掘が必要である。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 5

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 5

事業の効果 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S

成果向上の可能性 4

施策への貢献度



今後の方向性（ ACTI ON）

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
寄付額の増額を目指し 、 新たな返礼品開発やポータ ルサイ ト の拡充を図るこ と 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 ふるさと納税事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

ふるさと納税

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

上記以外の事業費合計

摘　要

ふるさと納税返礼品購入代金

宛名ラベル、コピー料金等

封筒代等

郵便料（受領証明書等）
クレジット決済手数料、マルチペイメントサービス決裁手数料

ポータルサイト利用料

612,073

339,886

29,000

手数料

通信運搬費

14,322

直接事業費 16,372,217

節

報償費

2,341,240

事業費

13,035,696

使用料及び賃借料

需用費

需用費

役務費

役務費

細節

報償費

消耗品費

印刷製本費

事業コード 摘　　要

事業コード

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

2 款 1 項 12 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

主な実施主体
内部情報システム等の使用
料及び保守委託料、 デジタ
ル化推進に係る費用

伊予市

1. 50 1. 50

7, 812 7, 841 7, 841

86, 298 69, 226 90, 525※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

課題解決率＝課題改善数÷課題数×100

単位

人
100 100

指標で表せない
効果

財源や現在の環境状況等で速やかな対応が困難な課題も ある。

100, 000 420, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

100

指標設定の考え方

内部システム（ 職員事務系、 イ ンタ ーネッ ト 系、 内部事務システム、
ネッ ト ワーク ） 及びデジタ ル化施策に係る課題を認識し 解決を図る。
【 ペーパレスへの取組み、 端末環境、 データ 容量、 テレ ワーク 、 セ
キュ リ ティ 対策、 イ ンタ ーネッ ト 利便性、 リ テラ シー対策、 制度改正
対応、 行政サービスのオンラ イ ン化、 DXの具現化の１ ０ 項目】

実　 績 20

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

80, 000 80, 000 80, 000 80, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

57, 464 9, 644 14, 587 0 78, 763

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 1. 50

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

0 715

53, 902 56, 729 1, 969 0 0

0 0 0 0 0

805 735 0 0

57, 949

9月末の実績 年度実績

プッ シュ 型ユーザ登録者数

項       目 単位 年度実績 年度予定

人 6843 7000 7000 8581

事業の目的
内部情報システムの運用管理を適切かつ確実に行う 。 また、 デジタ ル化推進に関す
る事業を実施する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

光フ ァ イ バ未整備地域への対応について、 「 伊予市超高速ブロード バンド 整備計
画」 を策定し 事業に着手し ている。 プッ シュ 型ユーザーについても 伊予市ラ イ ン公
式アカ ウント やAI チャ ッ ト ボッ ト を開始し た。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
光フ ァ イ バ未整備地域への対策案（ 財政措置を含む） を 検討するこ と 。 また、 ラ イ
ン公式アカ ウント を取得し 、 プッ シュ 型ユーザー（ 行政から の通知サービスを自動
で受け取る手続きを登録し た人） を増やすこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

情報系ネッ ト ワーク 、 イ ンタ ーネッ ト 、 グループウェ ア（ メ ール含む） の運用管理
及びセキュ リ ティ 対策、 行政サービスのデジタ ル化に係る事業の推進

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

多様化し た市民ニーズに応え、 質の高い行政サービスの提供と 効率的な行財政運営
を図る。

事業の対象 行政組織、 職員、 住民

担当責任者名 木下里香

情報化社会に対応し た基盤づく り
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和快適空間都市の創造

伊予市地域イ ント ラ ネッ ト 管理運用規程

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 情報化推進事業
会計名称 担当課 総務課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

410 所属長名 向井功征

74, 580

19, 873 0 7, 400 14, 587 0 19, 824

0 275 0 0 275



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度

国、 県と 併せ本市のデジタ ル化を推進するため、 事業を
継続すべきも のと 判断する。

3

3

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
デジタ ル化の推進に当たっ ては、 導入後の維持管理経費
などを含めた費用対効果を十分検討する必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 3

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

デジタ ル化推進計画（ 案） の策定を進めており 、 本市のデジタ ル化に向けた指針を示すこ と を予定し ている。 デジタ ルを 活用し 効果的な行政サービスを具現化し 推進し ていく 。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

デジタ ル化推進プロジェ ク ト 会にて若手職員の発想や活
力を 生かし 本市のデジタ ル化推進を図っ た。

デジタ ル化による新たな仕組みの導入は併せてラ ンニン
グコ スト 等の増加が見込まれるこ と から 慎重な導入と 効
果の検証が必要である。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
デジタ ル化推進計画を策定し たこ と 。 引き 続き、 プロジェ ク ト 会議を組織し 市民生活の利便性を追求するこ
と 、 あわせて庁内事務の効率化を進めるこ と 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 78,763

節

委託料

8,527

事業費

14,476

使用料及び賃借料

委託料

委託料

委託料

委託料

細節

1,742

使用料及び賃借料 4,111

5,302

使用料及び賃借料 8,481

5,243

使用料及び賃借料 6,263

上記以外の事業費合計

摘　要

無線LAN環境構築整備業務

伊予市公共ネットワーク保守業務

出先機関ネットワーク機器更改業務

職員情報システムサポート業務

AIチャットボットシステム導入業務
財務会計等内部情報システムクラウド利用料

職員業務用パソコンリース料

情報系サーバ機器リース料

550

愛媛県自治体情報セキュリティクラウドサービス利用料

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 情報化推進事業

24,068 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

2 款 1 項 2 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

28

3

□

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

3

主な実施主体 直接実施

0. 10 0. 10

7, 812 7, 841 7, 841

811 802 795※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

実施到達率＝目標達成数÷全設定指標数( 108） ×100

単位

％
100 -

指標で表せない
効果

顕著な進捗が見ら れる場合であっ ても 、 各課判断によっ て目標達成と なら ない場合も ある。 実施予定年度に達し ていない項目も 含まれるこ と から 、 区分年度で100と はなら ない。

20 100

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

100

指標設定の考え方
第3次行政改革実施計画の計画期間内（ 令和３ 年度まで） に指標を設定
し た項目に関する進捗状況が目標超過達成あるいは目標達成と なる割
合を成果と する。 実　 績 61. 1 62 次年度報告

年度 - 年度 目標 年度

⇒
目　 標 90

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

20 20 20 20

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

18 0 0 0 11

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 10

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

10 0

30 18 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

11

9月末の実績 年度実績

設定指標数

項       目 単位 年度実績 年度予定

項目 108 108 108 108

回 1 1 0 1前年度進捗状況報告

1今年度進捗状況調査 回 2 2

事業の目的
簡素で効率的な行財政システムを確立するため、 行政事務全般、 あるいは職員意
識・ 組織体制の不断の見直し を行い、 全般的な改革を計画的に実施するこ と によ
り 、 限ら れた財源と 人的資源により 、 効率的な施策運営を展開する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題

事業の内容
（ 整備内容）

効率的な行政運営を目指し 、 他市町村の事例を参考にし ながら 、 市民に対し てより
身近な市政運営と なるよう な目標を 掲げ、 その目標に向かっ て、 実行力のある計画
を立て、 職員と 地域住民が一体と なっ た改革に取り 組む。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

行政改革の方向性や目標数値を定め、 目標達成に向けた取組を進めるこ と により 、
効率的な行政運営を進める。

事業の対象 行政改革に関する項目、 職員意識、 組織体制

担当責任者名 岡井隆治

効率的で透明性の高い行財政運営
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和参画協働推進都市の創造

第2次伊予市総合計画・ 伊予市行政改革大綱・ 伊予市行政改革実施計画

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 行政改革実施計画進捗管理事務
会計名称 担当課 未来づく り 戦略室

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

575-2 所属長名 西山安幸

30

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が
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 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 3

施策への貢献度

担当者判定のと おり 。

3

3

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
第3次行革大綱に基づく 行政改革実施計画の進捗管理に
ついて、 項目数が多岐にわたる上、 職員の認識も 統一化
も 十分ではなかっ た。 また、 別に実施し ている事務事業
評価、 施策評価、 総合計画等と 重複する部分があり 、 行
政改革も 推進できていると 判断し 、 第４ 次行革大綱は策
定し ないこ と と し た。 今後、 事務事業評価等の推進に当
たっ ては、 事業の目的や目指すべき成果を見据えたKPI
等の設定が必要である。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 4

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 3

効率性

手段の最適性 2 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B成果向上の可能性 2

A社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 4

4

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 3

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

前年度の進捗状況の取り まと めが遅れがある。 早期に取り まと めると と も に、 次期行政改革大綱のあり 方について検討し たい。
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妥当性

目的の妥当性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

令和２ 年度の成果について、 行革推進本部に報告を行っ
た。  
今年度が第３ 期最終年度と なっ ており 、 早期の取り まと
めを 行いたい。 なお、 次期の行革大綱については、 こ れ
までの手法を改めた形で行政改革に取り 組むこ と と し 、
大綱の策定は行わない方針と し た。

評価基準と なる数値の把握があいまいなも のに関し て、
年度を追う ごと に不明瞭と なっ てし まっ た。 今後KPI や
成果指標の数値設定を行う 場合は、 明確な根拠をも っ
て、 計測可能な数値を設定する必要がある。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

□ 事業継続と 判断する。

■ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

□

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

■ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 11

節

需用費

事業費

10

需用費

細節

消耗品費

印刷製本費 1

上記以外の事業費合計

摘　要

コピー機使用料、コピー用紙代

封筒

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 行政改革実施計画進捗管理事務

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

行政改革

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



 




